
資料：昭和60年以前は厚生省「厚生行政基礎調査」、昭和61年以降は厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注１）平成７年の数値は、兵庫県を除いたものである。
（注２）（　）内の数字は、65歳以上の者のいる世帯総数に占める割合（％）
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図１－２－１－１ ６５歳以上の者のいる世帯数及び構成割合（世帯構造別）と全世帯に占める６５歳以上の者がいる世帯の割合

第２節 高齢者の姿と取り巻く環境の現状と動向

１ 高齢者の家族と世帯がどのように変化してきたか

○高齢者のいる世帯は全体の４割、そのうち「単独」・「夫婦のみ」世帯が過半数
・６５歳以上の高齢者のいる世帯は増え続けており、平成２０（２００８）年現在、世帯数は１，９７８万世帯
であり、全世帯（４，７９６万世帯）の４１．２％を占める

・三世代世帯は減少傾向である一方、単独世帯、夫婦のみの世帯、親と未婚の子のみの世帯は増加
傾向
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資料：平成17年までは総務省「国勢調査」、平成22年以降は国
立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推
計（平成20（2008）年3月推計）」、「日本の将来推計人
口（平成18（2006）年12月推計）」

（注１）「一人暮らし」とは、上記の調査・推計における「単
独世帯」のことを指す。

（注２）棒グラフ上の（　）内は65歳以上の一人暮らし高齢
者の男女計

資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成20年）
（注）調査対象は、全国60歳以上の男女　
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○一人暮らし高齢者は増加傾向にあるも一人で過ごすことには不安を感じている

・一人暮らし高齢者の増加は男女ともに顕著。今
後、特に男性の一人暮らし高齢者が増加。

・一人暮らし高齢者は昭和５５（１９８０）年には高齢
者人口に占める割合は男性４．３％、女性１１．２％
であったが、平成１７（２００５）年には男性９．７％、
女性１９．０％

・一人暮らし高齢者では他の世帯と比べ、健康や
生活費などの経済的な心配など「心配ごとや悩
みごとがある」人が多い

図１－２－１－１０ 一人暮らしの高齢者の動向

図１－２－１－１１ 同居形態別にみた心配ごとや悩みごと
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成20年）
　　　（同調査における平成19年１年間の所得）
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２ 高齢者の経済状況

○高齢者世帯は、世帯人員一人当たりの年間所得が全世帯平均と大きな差はなく、６割の世帯は所
得が公的年金・恩給のみ

・高齢者世帯の年間所得は２９８．９万円で、全世帯平均（５６６．２万円）の半分強
・世帯人員一人当たりでは、高齢者世帯の平均世帯人員が少ないことから、１９２．４万円となり、全
世帯平均（２０７．１万円）との間に大きな差はみられない

・高齢者世帯の約６割において、所得が公的年金・恩給のみとなっている

区 分
平均所得金額

一世帯当たり 世帯人員一人当たり（平均世帯人員）
高齢者世帯 総所得 ２９８．９万円 １９２．４万円（１．５５人）

稼働所得 ５０．５万円 （１６．９％）
公的年金・恩給 ２１１．６万円 （７０．８％）
財産所得 １７．６万円 （５．９％）
年金以外の社会保障給付金 ２．５万円 （０．８％）
仕送り・その他の所得 １６．６万円 （５．５％）

全 世 帯 総所得 ５５６．２万円 ２０７．１万円（２．６９人）

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成２０年）（同調査における平成１９年１年間の所得）
（注）高齢者世帯とは、６５歳以上の者のみで構成するか、又はこれに１８歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。

表１－２－２－２ 高齢者世帯の所得

図１－２－２－３ 高齢者世帯における公的年
金・恩給の総所得に占める
割合別世帯数の構成割合



（%）

資料：総務省「家計調査」（平成20年）
（注１）単身世帯は対象外
（注２）ゆうちょ銀行、郵便貯金・簡易生命保険管理機構（旧日本郵政公社）、銀行、その他の金融機関への預貯金、生命保険の掛金、株式
　　　　・債券・投資信託・金銭信託などの有価証券と社内預金などの金融機関外への貯蓄の合計
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資料：総務省「家計調査（総世帯）」（平成20年）より内閣府にて算出。
（注）１か月間のデータを12倍して１年間の支出を算出し、平均世帯人員数で割った。
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○世帯主が６５歳以上の世帯では、一人当たりの支出水準は全世帯平均を上回り、貯蓄は全世帯平均
の１．４倍

・世帯主が６５歳以上の世帯の一人当たりの支出（年間）は１３３．５万円で、全世帯平均の１２４．４万円を
上回る

・世帯主が６５歳以上の世帯の平均貯蓄額２，３２９万円で、全世帯平均１，６８０万円の約１．４倍、４，０００万円
以上の貯蓄を有する世帯主が６５歳以上の世帯は１７．１％であり、全世帯（１０．４％）の１．６倍近い水
準

図１－２－２－５ 世帯主の年齢階級別世帯人員一人当たりの１年間の支出

図１－２－２－７ 貯蓄現在高階級別世帯分布
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資料：総務省「人口推計」「国勢調査」、厚生労働省「被保護者全国一斉調査（基礎調査）」より内閣府作成

20年19年18年17年16年15年平成14年

○被保護者人員は増加傾向
・高齢者の被保護者人員は平成１５年から２０年の５年間で１５万人増加
・平成２０年では６５歳以上人口に占める被保護者人員の割合は２．２８％で、全体の１．２０％の２倍弱

図１－２－２－９ 被保護者人員の変移


